
JP 6185183 B2 2017.8.23

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　研磨材物品であって：
 上面と底面を有する不織布研磨材基材；
 熱可塑性ファスナー；および
 複数の研磨材粒子、を含み、
 前記熱可塑性ファスナーは前記不織布研磨材基材の前記上面に配置され、
 前記複数の研磨材粒子が少なくとも前記不織布研磨材基材の前記底面上に配置され、
　前記熱可塑性ファスナーは、前記不織布研磨材基材の前記上面に融着され、
　前記不織布研磨材基材は、ポリマー組成物で含浸される、研磨材物品。
【請求項２】
 前記研磨材粒子が前記不織布研磨材基材全体に分散される、請求項１に記載の研磨材物
品。
【請求項３】
 前記研磨材粒子が研磨材スラリーとして前記不織布研磨材基材上に配置される、請求項
１に記載の研磨材物品。
【請求項４】
 前記不織布研磨材基材が統合されたホイールである、請求項１に記載の研磨材物品。
【請求項５】
 前記熱可塑性ファスナーが前記不織布研磨材基材の前記上面に直接融着する、請求項１
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に記載の研磨材物品。
【請求項６】
 研磨材物品であって、
 上面と底面を有する不織布研磨材基材の材料；
 織布；
 熱可塑性ファスナー；および
 複数の研磨材粒子、を含み、
 前記織布は前記不織布研磨材基材の材料の前記上面に接着され；
 前記熱可塑性ファスナーが前記織布の上に配置され、
 前記複数の研磨材粒子が少なくとも前記不織布研磨材基材の前記底面上に配置され、
　前記織布の層は５％未満の開口面積を有する、研磨材物品。
【請求項７】
 熱可塑性ファスナー部品が前記織布の層に摩擦溶接される、請求項６に記載の研磨材物
品。
【請求項８】
 前記熱可塑性ファスナーは前記織布の上面に融着され、前記熱可塑性ファスナーの融着
された部分は前記織布の層を貫通しない、請求項６に記載の研磨材物品。
【請求項９】
 前記熱可塑性ファスナーは前記織布の上面に融着され、前記熱可塑性ファスナーの融着
された部分は少なくとも１２０ポンドの引張強度を有する、請求項６に記載の研磨材物品
。
【請求項１０】
 前記不織布研磨材基材が６００グラム／平方メートルから９０グラム／平方メートルの
面密度を有する、請求項１に記載の研磨材物品。
【請求項１１】
 前記織布が４５０から１５０グラム／平方メートルの範囲の面密度を有する、請求項６
に記載の研磨材物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本開示は、通常、不織布研磨材物品および熱可塑性ファスナーを不織布基材または不織
布基材に接着する布層に直接摩擦溶接することを含む方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　不織布研磨材物品などの研磨材物品は、様々な産業において所望の状態に加工物の表面
を調整するために、研削、バフ研磨、または研磨等によって使用されル（例えば、被覆除
去、表面粗さ、光沢、透明性等）。不織布研磨材物品を使用した加工は、航空宇宙から光
学系に幅広い産業範囲にわたり、金属加工産業において特に重要な役割を果たしている。
このような製造作業を、バルク材を除去または製品の表面特性に影響を与えるために不織
布研磨材を使用してもよい。
【０００３】
　表面特性には輝き、質感、および均一性が含まれる。例えば、様々な種類の成分の製造
者は不織布研磨材物品を精製し研磨した表面、所望の一様に平滑な表面に使用する。加え
て、不織布研磨材物品はポリマー塗料（例えば、ニスもしくはペンキ）またはセラミック
塗料（例えば、溶射皮膜）などの塗料を適用する前および後の加工物表面を調整するため
に使用される。いくつかの例では、加工物は従来の研磨材が有さない物理的特性の適切な
バランスである複雑な形状および満足のいく仕上がりを提供する研磨材性能を有してもよ
い。従って、改良された不織布研磨材製品を含む改善された研磨材製品の必要性が引き続
き存在する。
【図面の簡単な説明】
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【０００４】
　本開示をよりよく理解することが出来、その多数の特徴および利点は、添付の図面を参
照することによって当業者に明らかとなる。
【０００５】
【図１】図１は、不織布基材（研磨材不織布の統合されたホイール）に直接摩擦溶接する
熱可塑性ファスナーを含む不織布研磨材物品の実施形態の断面図を示す図である。
【図２】図２は、不織布基材（研磨材不織布表面調製ディスク）に接着する布層に摩擦溶
接する熱可塑性ファスナーを含む不織布研磨材物品の実施形態の断面図を示す図である。
【図３】図３は不織布基材（研磨材不織布の統合されたホイール）に直接摩擦溶接する熱
可塑性ファスナーを含む不織布研磨材物品の実施形態の上面図を示す写真である。
【図４】図４は、不織布基材（研磨材不織布の統合されたホイール）に直接摩擦溶接する
熱可塑性ファスナーを含む不織布研磨材物品の実施形態の側面図を示す写真である。
【図５】図５は、不織布基材（ディスクにカットされる研磨材不織布水平台）に直接摩擦
溶接する熱可塑性ファスナーを含む不織布研磨材物品の別の実施形態の上面図を示す写真
である。
【図６】図６は、不織布基材（ディスクにカットされる研磨材不織布水平台）に直接摩擦
溶接する熱可塑性ファスナーを含む不織布研磨材物品の別の実施形態の側面図を示す写真
である。
【図７】図７は、不織布基材（研磨材不織布表面調製ディスク）に接着する布層を含む不
織布研磨材物品に直接摩擦溶接する熱可塑性ファスナーの複数の実施形態の研磨材面およ
び非研磨材の上面図を示す写真である。　図７は、不織布基材（研磨材不織布表面調製デ
ィスク）に接着する布層に直接摩擦溶接する熱可塑性ファスナーを含む不織布研磨材物品
の実施形態のファスナー側の上面図を示す写真である。
【図８】図８は不織布基材（研磨材不織布表面調製ディスク）に接着する布層を含む不織
布研磨材物品に直接摩擦溶接する熱可塑性ファスナーの実施形態の側面図を示す写真であ
る。
【図９】図９は、不織布基材（研磨材不織布表面調製ディスク）に接着する布層に直接摩
擦溶接する熱可塑性ファスナーを含む不織布研磨材物品の３つの実施形態の上面図を示す
写真である。一番上の行に示されている２つのディスクは研磨材を上にし、一方下の列の
ディスクはファスナー側を上にする。
【図１０】図１０は、布層を通した融着の浸透を特に示さない不織布基材（研磨材不織布
表面調製ディスク）に接着する布層に直接摩擦溶接する熱可塑性ファスナーを含む不織布
研磨材物品の実施形態の断面図の顕微鏡写真である。
【図１１】図１１は、不織布基材に直接摩擦溶接されるファスナーを有する不織布研磨材
物品を調製する方法のプロセスフロー図である。
【図１２】図１２は、不織布基材に接着された布層に摩擦溶接するファスナーを有する不
織布研磨材物品を調製する方法のプロセスフロー図である。
【図１３Ａ】図１３Ａは不織布研磨材物品の実施形態における熱可塑性ファスナーの様々
な型の図である。
【図１３Ｂ】図１３Ｂは不織布研磨材物品の実施形態における熱可塑性ファスナーの様々
な型の図である。
【図１３Ｃ】図１３Ｃは不織布研磨材物品の実施形態における熱可塑性ファスナーの様々
な型の図である。
【図１４】図１４は本実施形態に係る不織布材料基材にファスナーを摩擦溶接するのに適
切なスピン溶接機の写真である。
【図１５】図１５は、本実施形態に係る不織布研磨材のファスナーにファスナーのスピン
溶接、融着の剥離強度を示す棒グラフである。
【図１６】図１６は統合されたホイールを形成するために一緒に結合された被覆された不
織布短繊維の複数の層を含む不織布基材（研磨材不織布の統合されたホイール）に直接摩
擦溶接する熱可塑性ファスナーを含む不織布研磨材物品の実施形態の断面図の図である。
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【０００６】
　異なる図面における同じ参照符号の使用は、同様または同一の項を示す。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　実施形態において、ファスナーおよび不織布基材の間の融着を作成するために、研磨材
物品は不織布基材および熱可塑性ファスナーを含んでもよく、ここで、該熱可塑性ファス
ナーは摩擦溶接等により直接不織布基材に接着される。
【０００８】
　不織布研磨材物品１００の実施形態を図１に示す。不織布研磨材物品１００は、それに
取り付けられたファスナー１０３を有する不織布研磨材基材１０１を含む。ファスナー１
０３は、融着１０７がファスナーおよび不織不基材の間に直接存在するように、不織布基
材の裏面１０５に、スピン溶接などにより、摩擦溶接される。ファスナー１０３と不織布
研磨材基材１０１の間の適切な融着を達成するためのスピン溶接法を本明細書でより詳細
に説明する。不織布研磨材基材は不織布基材の全体にわたり分散される研磨材粒子（図示
せず）を有する。
【０００９】
　図２に示されるのは、不織布研磨材物品２００の別の実施形態である。不織布研磨材物
品２００は布２０５に接着する複数の高い繊維２０３の不織布研磨材基材２０１を含む。
複数の高い繊維の部分２０７は布２０５を通り延びる。ファスナー２０９は、融着２１３
がファスナー２０９および布の間に直接存在するように、布の裏２１１に、スピン溶接な
どによる、摩擦溶接により作られる融着２１３（本明細書において摩擦溶接とも呼ばれる
）により布２０５に直接取り付けられる。融着２１３はファスナー下の布を通り貫通する
高い繊維の一部を含んでもよい。布とファスナーの間の適切な融着を達成するためのスピ
ン溶接法が本明細書に記載される。研磨材層２１５は不織布研磨材基材２０１の加工面２
１７（「底部」）に配置される。
【００１０】
　図１６に図示されるのは、不織布研磨材物品の別の実施形態である。不織布研磨材物品
１６００は複数の層で構成された不織布研磨材基材１６０１（統合されたホイール）を含
む。第１層１６０３（第１「スラブ」とも呼ばれる）、第２層１６０５（第２「スラブ」
とも呼ばれる）、および第３層１６０７（第３「スラブ」とも呼ばれる）は、各々、被覆
された高い短繊維１６１９の不織布ウェブを含む。第１層１６０３、第２層１６０５、お
よび第３層１６０７が一緒に結合する。駆動成分１６１３およびベース１６１５を有する
ファスナー１６１１はスピン溶接等の摩擦溶接により作られる融着１６１７（本明細書に
おいて摩擦溶接とも呼ばれる）により、不織布研磨材基材１６０１の上面１６０９に直接
取り付けられる。融着１６１７はファスナーの下に配置される高い短繊維の部分を含んで
もよい。不織布研磨材基材１６０１およびファスナー１６１１の間の適切な融着を達成す
るためのスピン溶接方法が本明細書に記載される。研磨材粒子（図示せず）は不織布研磨
材基材１６０１全体にわたり分散される。
【００１１】
　図３の写真は、不織布基材３０１（研磨材不織布の統合されたホイール）に直接摩擦溶
接する熱可塑性ファスナー３０３を含む不織布研磨材物品３００の実施形態の上面図を示
す。
【００１２】
　図４の写真は、不織布基材４０１（研磨材不織布の統合されたホイール）に直接摩擦溶
接する熱可塑性ファスナー４０３を含む不織布研磨材物品４００の実施形態の側面図を示
す。
【００１３】
　図５の写真は不織布基材５０１（ディスクにカットされる研磨材不織布水平台）に直接
摩擦溶接する熱可塑性ファスナー５０３を含む不織布研磨材物品５００の実施形態の上面
図を示す。
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【００１４】
　図６の写真は、不織布基材６０１（ディスクにカットされる研磨材不織布水平台）に直
接摩擦溶接する熱可塑性ファスナー６０３を含む不織布研磨材物品６００の実施形態の側
面図を示す。
【００１５】
　図７の写真は、不織布基材（図示せず）に接着された布７１１に直接摩擦溶接する熱可
塑性ファスナー７０９を含む不織布研磨材物品７００の実施形態の上面図（つまり、ファ
スナー側）を示す。複数の高い繊維７０７は布７１１を通り上方に延びる。ファスナー７
０９は、スピン溶接等の摩擦溶接により形成される融着（図示せず）により直接布７１１
に取り付けられる。研磨材層（図示せず）は、不織布研磨材基材の加工面（「底部」）に
配置される。
【００１６】
　図８の写真は不織布基材８０１（研磨材不織布表面調製ディスク）に接着する布８０５
に直接摩擦溶接する熱可塑性ファスナー８０９を含む不織布研磨材物品８００の実施形態
の側面図を示す。複数の高い繊維８０７は、布８０５を通り上方に延びる。ファスナー８
０９は、布８１１に、スピン溶接等による、摩擦溶接により形成される融着（図示せず）
により布によって、布８０５に直接取り付けられる。研磨材層８１５は不織布研磨材基材
８０１の加工面（「底部」表面）に配置される。
【００１７】
　図９の写真は不織布基材（図示せず）に直接摩擦溶接する熱可塑性ファスナー９０７に
接着する布層９０９を含む不織布研磨材物品の３つの実施形態、９０１、９０３、および
９０５の上面図を示す。２つのディスク９０１および９０３は研磨材層９１１側を上にし
、一方ディスク９０５はファスナー９０７側を上にする。
【００１８】
　図１０の顕微鏡写真は不織布研磨材物品１０００の実施形態の断面図を示す。不織布研
磨材物品１０００は、ニードルパンチ等により不織布研磨材基材に接着する布１００３を
有する不織布研磨材基材１００１を含む。熱可塑性ファスナー１００５は融着１００７の
形成により布１００３に直接摩擦溶接される。特に、融着は布１００３の浸透を示さない
。研磨材層１０１３は不織布研磨材基材の加工面（つまり、底面）に配置される。
【００１９】
　図１１は不織布研磨材物品に固定された摩擦溶接ファスナーを有する不織布研磨材物品
を製造する方法１１００のフロー図を示す。工程１１０１において、不織布材料基材上に
熱可塑性ファスナー部品を配置することが発生する。工程１１０３において、ファスナー
部品および不織布材料の間の相対運動の誘導が生じる。工程１１０５において、圧力下で
ファスナー部分および不織布材料基材と共に接触させることが生じる。工程１１０７にお
いて、ファスナーおよび不織布材料基材が共に融着するのに十分な、ファスナーおよび不
織布材料基材の間の圧力の下の相対運動の維持が生じる。工程１１０９において、ファス
ナーおよび不織布材料基材との間の相対運動を停止させることが生じる。
【００２０】
　図１２は、不織布研磨材物品に取り付けられた摩擦溶接ファスナーを有する不織布研磨
材物品の製造方法１２００のフロー図を示す。工程１２０１において、不織布材料基材に
布を接着することが発生する。工程１２０３において、布への熱可塑性ファスナー部品の
配置が起こる。工程１２０５において、ファスナー部品および布の間の相対運動の誘導が
生じる。工程１２０７において、圧力下でファスナー部品や布を共に接触させることが生
じる。工程１２０９において、ファスナーおよび布が共に融着するのに十分な、ファスナ
ーおよび布の間の圧力の下の相対運動の維持が生じる。工程１２１１において、ファスナ
ーおよび布の間の相対運動の停止が生じる。
【００２１】
　不織布基材の材料
　適切な不織布基材の材料は研磨材の技術分野において公知の任意の不織布基材の材料を
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含む。実施形態において、不織布基材の材料は、高い短繊維で形成された３次元不織布オ
ープンウェブ材料である。短繊維を、１つ以上の結合剤塗料組成物により一緒に結合する
。短繊維は同一または異なっていてもよく、線密度の混合等の異なる線密度を有する繊維
の混合を含んでもよい。不織布ウェブはさらに研磨材粒子を含んでもよい。研磨材粒子は
研磨材層に配置するか、不織布ウェブ全体に分散させてもよい。不織布基材の材料は圧縮
または緻密化してもよい。不織布基材の材料当業者で公知のような統合されたホイールま
たは回旋ホイールの形態であってもよい。時には当業者に統一ホイールとも呼ばれる統合
されたホイールは、互いに積み重ねられ共に結合する被覆された高い短繊維の複数の不織
布ウェブから形成される。回旋ホイールは中心コアの周りに巻かれる被覆された高い短繊
維の不織布ウェブから成る。
【００２２】
　適切な不織布基材の材料は、一定または可変の面密度（単位面積あたりの質量）を有し
てもよい。実施形態において、不織布基材は平方メートルあたり約９０グラム平方メート
ルあたり約６００グラム等の、平方メートルあたり５０ｇから約１０００グラムの範囲の
面密度を有してもよい。実施形態において、不織布基材は約９００ｇ／ｍ２以下、約８０
０ｇ／ｍ２以下、約７００ｇ／ｍ２以下、約６００ｇ／ｍ２以下、約５００ｇ／ｍ２以下
、約４００ｇ／ｍ２以下、約３００ｇ／ｍ２以下、または約２５０ｇ／ｍ２以下などの１
０００ｇ／ｍ２以下の面密度を有してもよい。別の実施形態において、不織布基材は少な
くとも少なくとも約６０ｇ／ｍ２、少なくとも約７０ｇ／ｍ２、少なくとも約８０ｇ／ｍ
２、少なくとも約９０ｇ／ｍ２、少なくとも約１００ｇ／ｍ２、少なくとも約１００ｇ／
ｍ２、少なくとも約１１０ｇ／ｍ２、少なくとも約１２０ｇ／ｍ２、少なくとも約１３０
ｇ／ｍ２、少なくとも約１４０ｇ／ｍ２、または少なくとも約１５０ｇ／ｍ２等の少なく
とも約５０ｇ／ｍ２の面密度を有してもよい。非限定的な実施形態において、不織布基材
の面密度は上記に示した任意の最大値または最小値の範囲内としてもよい。特定の実施形
態において、不織布基材の面密度は、平方メートルあたり９０グラムから平方メートル（
ｇ／ｍ２）あたり約６００グラムの範囲であってもよい。
【００２３】
　短繊維は天然繊維、ポリマー繊維、またはそれらの組み合わせであってもよい。実施形
態において、天然繊維はケナフ繊維、麻繊維、ジュート繊維、亜麻繊維、サイザル麻繊維
、またはそれらの任意の組み合わせから選択されてもよい。実施形態において、ポリマー
繊維はポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、ポリプロピレン、ポリエチレン、または
それらの組み合わせから選択されてもよい。特定の実施形態において、ポリアミド繊維は
ナイロン繊維またはアラミド繊維から選択されてもよい。特定の実施形態において、ナイ
ロン繊維はナイロン－６、ナイロン－６，６、またはそれらの組み合わせであってもよい
。特定の実施形態において、繊維はポリエステル繊維である。別の特定の実施形態におい
て、繊維はナイロン繊維である。
【００２４】
　実施形態において、ポリマー繊維は一定または可変の線密度を有してもよい。線密度の
１つの尺度はデニールであり、単一フィラメントの９０００メートル長さあたりの質量に
おけるグラムである。例えば、２００デニールを測定するナイロン繊維は、該繊維の９０
００メートルは２００グラムの重量を量ることを意味する。実施形態において、短繊維は
約１５デニールから約５００デニール等の、約１０デニールから約１２００デニールの範
囲の線密度を有してもよい。別の実施形態において、短繊維は少なくとも約１０デニール
、少なくとも約１５デニール、少なくとも約２０デニール、少なくとも約３０デニール、
少なくとも約４０デニール、少なくとも約５０デニール、少なくとも約６０デニール、少
なくとも約８０デニール、少なくとも約１００デニール、少なくとも約２００デニール、
少なくとも約２２５デニール，または少なくとも約２５０デニールの線密度を有する短繊
維を含んでもよい。別の実施形態において、短繊維は約１０００デニール以下、約８００
デニール以下、約６００デニール以下、約５００デニール以下、約４００デニール以下、
約３００デニール以下、または約２７５デニール以下等の約１２００デニール以下の線密
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度を有してもよい。
【００２５】
　バインダー組成物
　ポリマーバインダー組成物（本明細書中でバインダー配合物と呼ばれる）は、共に短繊
維を接着する。加えて、バインダー組成物は短繊維に研磨材粒子を接着してもよい。ポリ
マーバインダーは硬化性ポリマーバインダーを含んでもよい。硬化性ポリマーバインダー
は、ポリビニルピロリドン、ポリアクリル酸、ポリアクリレート、ポリメタクリル酸、ポ
リメタクリレート、ポリスチレン、ポリビニルアルコール、ポリ酢酸ビニル、ポリアクリ
ルアミド、セルロース、ポリエーテル、フェノール樹脂、メラミン樹脂、ポリウレタン、
ポリウレア、ポリエステル、フェノキシ、ラテックス、フッ素化ポリマー、塩素化ポリマ
ー、シロキサン、シリル化合物、シラン、またはそれらの組み合わせから選択される有機
ポリマーを含んでもよい。さらに、硬化性ポリマーバインダーはブロック樹脂を含んでも
よい。ポリマーバインダーは強力かつ柔軟なポリマーバインダーであってもよい。ポリマ
ーバインダーは、ワークピースの形状に合致するのに十分な柔軟性を不織布研磨材物品に
持たせる一方で、研磨時に共に不織布ウェブを保持してもよい。
【００２６】
　実施形態において、ポリマーバインダーを分散したフィラー、分散液の流動性に影響を
与える溶媒、可塑剤、連鎖移動剤、触媒、安定剤、分散剤、原因物質、反応メディエータ
、または薬剤等の成分をさらに含み得る飽和配合物から形成してもよい。上記の構成に加
え、また他の成分を、例えば、黒鉛、カーボンブラック等の帯電防止剤；ヒュームドシリ
カ等の懸濁化剤；リチウム、亜鉛、カルシウム、またはステアリン酸マグネシウムを含む
ステアリン酸金属塩等の目詰まり防止剤（ａｎｔｉ－ｌｏａｄｉｎｇ　ａｇｅｎｔ）；ワ
ックス等の滑剤；湿潤剤；染料；炭酸カルシウム、タルク、クレー等の充填剤；合成ポリ
アミドワックス等の粘度調整剤；消泡剤；またはそれらのいずれかの組み合わせを含む飽
和製剤に加えてもよい。
【００２７】
　特定の実施形態において、ポリマーバインダー材料は繊維、研磨材粒子、またはそれら
の組み合わせの間に配置されるか、それらを覆ってもよい。
【００２８】
　研磨材粒子、研磨材層
　前述の通り、研磨材粒子は不織布ウェブ全体にわたり均一に分布してもよく、または研
磨材粒子を不織布ウェブの特定の位置または面に適用してもよい。実施形態において、研
磨材粒子を不織布ウェブの全体にわたって均一に分布させてもよい。別の実施形態におい
て、研磨材粒子は不織布ウェブの特定の面に配置される。
【００２９】
　特定の実施形態において、研磨材粒子をバインダー組成物と混合して研磨材スラリーを
形成し、次いで不織布ウェブに適用した。代替的に、バインダー組成物を不織布ウェブ上
に塗布した後に、研磨材グリットをバインダー組成物（重力または静電突起などによる）
に適用してもよい。任意に、機能性粉末は、研磨材領域がパターリングツーリングに付着
するのを防ぐために、研磨材領域にわたり適用されてもよい。代替的に、パターンは、機
能性粉末を欠く研磨材領域において形成されてもよい。
【００３０】
　研磨材粒子（別名グリットまたは粒子）は個々の粒子または凝集粒子を形成してもよい
。研磨材粒子はシリカ、アルミナ（溶融または焼結）、ジルコニア、ジルコニア／アルミ
ナ酸化物、炭化ケイ素、ガネット、ダイヤモンド、立方晶窒化ホウ素、窒化ケイ素、セリ
ア、二酸化チタン、二ホウ化チタン、炭化ホウ素、酸化スズ、炭化タングステン、炭化チ
タン、酸化鉄、クロミア、フリント、エメリーを含む研磨材物質のいずれか１つまたは組
み合わせを含んでもよい。例えば、研磨材グリットはシリカ、アルミナ、ジルコニア、炭
化ケイ素、窒化ケイ素、窒化ホウ素、ガネット、ダイヤモンド、共融合アルミナジルコニ
ア、セリア、二ホウ化チタン、炭化ホウ素、フリント、エメリー、窒化アルミナ、および
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それらのブレンドから成る群から選択されてもよい。特定の実施形態は、α－アルミナか
ら主に構成される密な研磨材グリットを使用することによって作成される。
【００３１】
　研磨材グリットはまた、特定の形状を有してもよい。そのような形状として、ロッド、
三角形、ピラミッド、円錐、球体、中空球等が挙げられる。代替的に、研磨材グリットは
不規則に成形されてもよい。
【００３２】
　研磨材粒子は粗い、中程度、細かい、非常に細かい、または超微細に格付けすることが
できる。実施形態において、研磨材粒子はＵ．Ｓ．　Ｃｏａｔｅｄ　Ａｂｒａｓｉｖｅ　
Ｍａｎｕｆａｃｔｕｒｅｓ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　（“ＣＡＭＩ”）格付けシステムに従
い、約２４グリットから約１０００グリットの範囲の平均グリットサイズを有してもよい
。別の実施形態において、研磨材粒子は約３０グリットから約８００グリットまでの平均
グリットサイズを有しても良い。さらに別の実施形態において、研磨材粒子は約３６グリ
ットから約６００グリットの平均グリットサイズを有してもよい。別の実施形態において
、研磨材粒子は少なくとも約１０ミクロン、少なくとも約１２ミクロン、または少なくと
も約１６ミクロンの平均グリットサイズを有する。さらに別の実施形態において、研磨材
粒子は約７１０ミクロン以下、約６３０ミクロン以下、または約５３０ミクロン以下の平
均グリットサイズを有する。研磨材粒子は少なくとも約８．５、またはさらには少なくと
も約９．０等の少なくとも約８．０のモース硬度を有してもよい。
【００３３】
　１つの実施形態において、研磨材粒子は表面処理されてもよい。１つの実施形態におい
て、研磨材はシリル化されている。別の実施形態において、表面処理はカップリング剤に
よって行われてもよい。カップリング剤はアミノアルキルシラン、イソシアナトシラン、
クロロシラン、またはそれらの任意の組み合わせから選択されるカップリング剤を含有す
るシランであってもよい。
【００３４】
　ファスナー
　図１３Ａ、１３Ｂ、および１３Ｃは不織布研磨材物品の実施形態において使用するため
のファスナーの種々の型の図である。このようなファスナーはまた、当該分野では「ボタ
ン」または「ドライブボタン」とも呼ばれる。
【００３５】
　ファスナーは、適切なスピン溶接方法により確実に表面処理物品に融着するように、適
切な溶融、流れ、および接着特徴を有する任意のポリマー材料を含んでもよい。典型的に
は、有用なポリマー材料は本来熱可塑性であることになる。加えて、それらが単に軽度に
架橋されているか、または安定的な中間体または「Ｂ段階」の状態を有する場合、熱硬化
性ポリマー材料を使ってもよく、従って熱及び圧力下で流動させてもよい。適切な熱可塑
性ポリマー材料の例としては、ポリアミド、ポリエステル、コポリアミド、コポリエステ
ル、ポリイミド、ポリスルフォン、およびポリオレフィンが挙げられる。適切な熱硬化性
ポリマー材料の例はノボラック成形粉である。熱可塑性物が好ましく、熱可塑性物のうち
、ポリアミドが好ましく、ポリ（ヘキサメチレンア、ジパミド）（ナイロン　６，６）を
有するものが最も好ましい。ポリマー材料は任意に、着色剤、充填剤、加工助剤、および
気孔壁強化材を含んでもよい。着色剤の例としては、顔料および染料が挙げられる。充填
剤の例としては、ガラスバブルまたは球体、粒子状炭酸カルシウム、マイカ等が挙げられ
る。加工助剤はステアリン酸リチウム、ステアリン酸亜鉛、および溶融ポリマー材料の流
動特性を向上させることが公知のフルオロポリマー材料等の素材であってもよい。気孔壁
強化材としては、ガラス繊維、炭素繊維、セラミック繊維、金属繊維、ポリマー繊維、ま
たはそれらの組み合わせが挙げられる。気孔壁強化材は０％から約５０％の重量までの範
囲の全てのレベルで含まれてもよい。実施形態において、気孔壁強化材は重量で３０％か
ら４５％の量のガラス繊維である。ファスナーは射出成形、反応射出成形、および従来の
機械加工等のプラスチック物品の製造者の当業者に公知の任意の方法によって製造するこ
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とができる。実施形態において、ファスナーは射出成形される。
【００３６】
　ファスナーは、異なる構成（すなわち、形状）を有してもよいが、一般的に平面状のベ
ースを持つ。ファスナー１３００Ａはほぼ平坦なベース１３０１を有する。ベース１３０
１はファスナー１３００Ａを不織布材料基材に融着するように、不織布材料基材にスピン
溶着する第１側１３０３を有する。ファスナーベース１３０１の第１側１３０３は所望の
融着の強度を達成する十分な表面積を提供するように、好ましくは滑らかで平坦である。
【００３７】
　ファスナーは、所望の用途に応じて様々なサイズおよび形状であってもよい。特定の実
施形態において、ファスナーのベース１３０１は円形である。実施形態において、ファス
ナーのベースは、より大きいおよびより小さい直径のファスナーを使用してもよいが、約
１インチから約５インチ等の約０．５インチ（１．２７ｃｍ）から約７インチ（１７．７
８ｃｍ）の範囲の直径を有してもよい。ベースは第二の側面１３０５を有する。第２の側
面１３０５は、また、平面であってもよく、またはベースの外延部に向かって先細りであ
ってもよい。第二の側面の中央部から上方に延びるのは駆動部材１３０７である。駆動部
材は単一の駆動部材１３０７、または所望の電動工具に不織布研磨材物品を取り付けるた
めに構成される、１３００Ｃに示す複数の　駆動部材１３０９であってもよい。特定の実
施形態において、駆動部材１３０７は対応するバックアップパッドと嵌合するねじ付きス
タッド（図示せず）である。
【００３８】
　布材
　特定の実施形態において、織布材料は不織布材料基材に接着される。実施形態において
、ファスナーは布材に摩擦溶接する。
【００３９】
　出願人は、驚くべきことに、米国特許５，９３１，７２９号等の、当該分野の先行の教
示とは対照に、有益に強く耐久性の融着は５％未満の開口面積を有する布にファスナーを
摩擦溶接することにより形成できることを発見した。実施形態において、布は４．９％以
下、４．７５％以下、４．５％以下、４．２５％以下、４％以下、３．７５％以下、３．
５％以下、３．２５％以下、３％以下、２．７５％以下、または２．５％以下の開口面積
等の５％未満の開口面積を有してもよい。実施形態において、布は開口面積（つまり、０
％の開口面積）を有さなくてもよい。別の実施形態において、布は少なくとも０．１％、
少なくとも０．２％、少なくとも０．２５％、少なくとも０．５％、少なくとも１％、少
なくとも１．２５％、少なくとも１．５％、少なくとも１．７５％、少なくとも２％、ま
たは少なくとも２．２５％等の０％を超える開口面積を有してもよい。非限定的な実施形
態において、布の開口面積は上記に示した任意の最大値または最小値の範囲内としてもよ
い。特定の実施形態において、布の開口面積は０．１％から４．９％、０．２５％から４
．７５％、０．５％から４．５％、または１％から４％等の０％から５％未満の範囲内で
あってもよい。特定の実施形態において、ニードルパンチ後と同様に全てのニードルパン
チ前の可視の開口部はないことが観察され、言い換えれば、素材はニードルパンチ前に４
．９％未満、４％未満、４．７％未満、４．６％未満、４．５％未満、４％未満、３％未
満、２．５％未満等の５％未満の開口面積を有してもよい。一方、布は少なくとも１％、
少なくとも２％、少なくとも３％、少なくとも４％、少なくとも１％等のいくつかの開口
面積を有してもよく、ニードルパンチ前と後の布の開口面積が上記範囲内の任意の場所と
してもよいことが理解されるであろう。
【００４０】
　布はニードルパンチ等の任意の適切な既知の方法により不織布基材に付着させることが
できる。特定の実施形態において、布はニードルパンチ（針追跡とも呼ばれる）により不
織布基材の材料を接着される。ニードルパンチは、布を通って突出する不織布基材の材料
の短繊維の一部を強制する。布を通してパンチされた不織布基材の短繊維の合計量は変え
ることができる。実施形態において、布を通してパンチされた不織布基材の短繊維の合計
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量は約６０％以下、約５５％以下、約５０％以下、約４５％以下、または約４０％以下等
の約６５％未満である。実施形態において、布を通してパンチされた不織布基材の短繊維
の合計量は、少なくとも約１０％、少なくとも約１５％、少なくとも約２０％、少なくと
も約２５％、少なくとも約３０％、または少なくとも約３５％等の少なくとも約５％であ
る。非限定的な実施形態において、布の開口面積は上記に示した任意の最大値または最小
値の範囲内としてもよい。特定の実施形態において、布を通してパンチされた不織布基材
の短繊維の合計量は約１０％から約６０％、または約１５％から約５５％等の５％から６
５％の範囲内である。
【００４１】
　ニードルパンチ処理中、布を介して強制される不織布ウェブの短繊維の全長の一部を変
更してもよい。実施形態において、布を通してパンチされた不織布基材の短繊維の全長の
一部（つまり、ファスナー側の布を通り突出する短繊維の長さの一部）は、約６０％以下
、約５５％以下、約５０％以下、約４５％以下、約４０％以下または３５％以下等の約６
５％未満である。実施形態において、布を通してパンチされた不織布基材の短繊維の全長
は少なくとも約１０％、少なくとも約１５％、少なくとも約２０％、少なくとも約２５％
、少なくとも約３０％、または少なくとも約３０％等の少なくとも約５％である。非限定
的な実施形態において、布を通してパンチされた不織布基材の短繊維の全長は上記に示し
た任意の最大値または最小値の範囲内としてもよい。特定の実施形態において、布を通し
てパンチされた不織布基材の短繊維の長さの合計は、約１５％から約５０％、または約２
０％から約４５％等の１０％から５５％の範囲内である。
【００４２】
　布は特定の繊維の型または繊維のブレンドであってもよい。実施形態において、織布は
ポリエステル布、綿布、ポリ綿布、またはそれらの組み合わせを含んでもよい。特定の実
施形態において、布はポリエステル織布である。
【００４３】
　布は特定の「重量」または特定の面密度（つまり、単位面積あたりの布の質量）を有し
てもよい。実施形態において、布はＪ－重量（「Ｊｅａｎｓ」とも呼ばれる）布、Ｘ－重
量（Ｄｒｉｌｌｓとも呼ばれる）布、Ｙ－重量（Ｈｅａｖｙ　ＤｒｉｌｌｓまたはＳａｔ
ｅｅｎとも呼ばれる）布、またはＨ－重量（重荷重とも呼ばれる）布であってもよい。特
定の実施形態において、布はＸ重量またはＹ重量の布である。実施形態において、布は平
方メートルあたり約１５０グラムから平方メートルあたり約４５０グラム等の平方メート
ルあたり約５０グラムから平方メートル（ｇ／ｍ２）あたり約１０００グラムの範囲の面
密度を有してもよい。実施形態において、布は約９００ｇ／ｍ２以下、約８００ｇ／ｍ２

以下、約７００ｇ／ｍ２以下、約６００ｇ／ｍ２以下、約５００ｇ／ｍ２以下、約４５０
ｇ／ｍ２以下、約４００ｇ／ｍ２以下、または約３００ｇ／ｍ２以下等の１０００ｇ／ｍ
２以下の面密度を有してもよい。別の実施形態において、布は少なくとも約７５ｇ／ｍ２

、少なくとも約１００ｇ／ｍ２、少なくとも約１２５ｇ／ｍ２、または少なくとも約１５
０ｇ／ｍ２等の少なくとも約５０ｇ／ｍ２の面密度を有しても良い。非限定的な実施形態
において、布の面密度は上記に示した任意の最大値または最小値の範囲内としてもよい。
特定の実施形態において、布の面密度は平方メートルあたり１５０グラムから平方メート
ル（ｇ／ｍ２）あたり約４５０グラムの範囲であってもよい。
【００４４】
　織布は平方インチあたりの経糸の特定または可変数（代替的に打ち込み本数（縦）、も
しくはＥＰＩと呼ばれる）、またはインチあたりの緯糸（代替的に打ち込み本数（横）、
もしくはＰＰＩと呼ばれる）、または両方の特定の組み合わせを有してもよい。経糸、緯
糸、またはそれらの組み合わせマルチフィラメント糸であってもよい。実施形態において
、インチあたり経糸またはインチあたり緯糸は、少なくとも３１、少なくとも３３、少な
くとも３５、少なくとも３７、少なくとも３９、少なくとも４１、少なくとも４３、少な
くとも４５、またはさらには少なくとも４７等の少なくとも３０であってもよい。別の実
施形態において、インチあたり経糸またはインチあたり緯糸は９０以下、８０以下、７７



(11) JP 6185183 B2 2017.8.23

10

20

30

40

50

以下、７５以下、７３以下、７１以下、６９以下、６７以下、またはさらには６５以下な
ど、１００以下であってもよい。非限定的な実施形態において、織布のインチあたり経糸
またはインチあたり緯糸の数は上記に示した任意の最大値または最小値の範囲内としても
よい。特定の実施形態において、布はインチあたり少なくとも少なくとも７７経糸を有し
てもよい。別の実施形態において、布はインチあたり少なくとも３１緯糸を有する。
【００４５】
　特定の実施形態において、ニードルパンチ後の布は視覚的に識別可能な開口部を全く有
さない、または布織物を通じてごくわずかな視覚的に識別可能な開口部を有することが肉
眼で観察された。
【００４６】
　布材を不織布基材に接着した後、合わせた材料を上で考察した任意に様々な添加物を含
んでもよい任意の種々のポリマーバインダー組成物で被覆してもよく、それは任意に様々
な添加物を含んでもよい。特定の実施形態において、ポリマー組成物はポリウレタンを含
む。
【００４７】
　ポリウレタンで被覆した不織布基材は部分的にこの時点で硬化させてもよく、または未
硬化のままにしてもよい。研磨材粒子は、被覆された不織布基材の材料に適用することが
できる。研磨材粒子が不織布基材の材料上の１つ以上の被覆研磨材粒子に付着するように
、研磨材粒子を重力および／または静電成膜、噴霧、浸漬、または他の方法によって適用
してもよい。代替的に、研磨材粒子はポリマー組成物のバインダー組成物中に分散された
研磨材粒子の研磨材スラリーとして適用してもよい。研磨材スラリーを次いで、噴霧、ダ
ビング、浸漬、含浸してもよく、そうでなければ不織布基材の材料に適用してもよい。
【００４８】
　融着
　前述の通り、融着（溶接とも呼ばれる）はスピン溶接等の摩擦溶接により得ることがで
き、ファスナーは不織布研磨材基材材料、または不織布基材の材料に付着した布に直接で
ある。スピン溶接は回転および圧力により発生する熱に起因するファスナーベースの第１
側の軟化により達成される。ファスナーの軟化した材料は圧力下で流れ；ファスナーのベ
ースの下に位置する不織布基材の材料の短繊維の部分に付着し、巻き込む。ファスナーの
回転に起因する角速度がベースの外径でより大きいので、外径での摩擦温度は最大である
。従って、ファスナーの材料はファスナーベースの第１側の外径部でより迅速に軟化する
。従って、少なくともベースの外側部のファスナー材料はファスナーベースと接触する不
織布基材の短繊維と少なくとも部分的から完全に結合する傾向がある。　布層が存在する
場合、ファスナーベースと接触する布層の糸と同様に、少なくともベースの外側部のファ
スナー材料は布層を通りパンチされ、ファスナーベースと接触する不織布基材の短繊維と
少なくとも部分的から完全に結合する傾向がある。硬化時の溶融ファスナー材料はファス
ナーおよび不織布基材の材料の短繊維、または布、または存在する場合両方の間の強く耐
久性の機械的結合を提供する。また、ファスナーまたは短繊維と融着させるために、スピ
ン溶接の間に織布材を軟化してもよい。ファスナーベースの中央部では、回転角は線速度
のようにより小さく、このように摩擦熱が少なく、およびファスナーベースの中心下のフ
ァスナー材料は、ベースの外側部分のファスナー材料と比較してよりわずかに軟化させる
傾向がある可能性がある。それでも、出願人は驚くべきことに、摩擦溶接を使用し、特に
、不織布基材の材料に付着した布に摩擦溶接に関して；以前に報告されたものよりはるか
に強い融着を達成することができた。出願人はまた、驚くべきことに、そのような融着は
依然として、布を通して、または布の中に貫通せず、さらに強く耐久性があることが観察
された。
【００４９】
　不織布基材の材料に付着した不織布研磨基材材料または布にファスナーを付着した融着
は、特定の引張強度を有してもよい。実施形態において、融着の引張強度は少なくとも約
９５ポンド、少なくとも約１００ポンド、少なくとも約１０５ポンド、少なくとも約１１
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０ポンド、少なくとも約１１５ポンド、少なくとも約１２０ポンド、または少なくとも約
１２５ポンド等、少なくとも約９０ポンドを超える。実施形態において、融着の引張強度
は約１９５ポンド以下、約１９０ポンド以下、約１８５ポンド以下、または１８０ポンド
以下等、約２００ポンド以下であってもよい。非限定的な実施形態において、融着の引張
強度は上記に示した任意の最大値または最小値の範囲内としてもよい。特定の実施形態に
おいて、融着の引張強度は約１１０ポンドから約１９０ポンド、または約１１５ポンドか
ら約１８０ポンド等の範囲内等の９０ポンドから２００ポンドである。
【００５０】
　摩擦溶接
　スピン溶接等の摩擦溶接を行い、不織布基材の材料または不織布基材の材料に付着した
布にファスナーを接着した。
【００５１】
　実施形態において、不織布研磨材物品を形成するために、不織布研磨材基材材料にファ
スナーをスピン溶接することは、一般的に：表面調整ディスクの固定の保持；スピン溶接
装置によって運転されるように、ファスナーを適切な固定具に取り付けること；所望の回
転速度に固定具およびファスナーを加速すること；不織布基材の材料の裏面または不織布
基材の材料に接着される布と接触するようにファスナーベースの第１側を移動させるよう
に、駆動機構を活性化すること；少なくともファスナーの１つおよび不織布基材の材料ま
たは不織布基材の材料に接着される布を軟化させるようにファスナーが回転している間に
、ファスナーおよび不織布基材の材料または不織布基材の材料に接着される布の間に十分
な力を加えること；　固定具およびファスナーの回転停止を可能にすること；軟化した材
料を十分に硬化しながら、ファスナーおよび不織布基材の材料または不織布基材の材料に
接着される布の間の力を維持すること；および固定具からファスナーを除去し、ならびに
不織布研磨材基材を解放することを含む。
【００５２】
　本明細書に記載の条件を得ることが可能な任意の市販のスピン溶接装置を、Ｄｕｋａｎ
ｅ　Ｉｎｔｅｌｌｉｇｅｎｔ　Ａｓｓｅｍｂｌｙ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ、２９００　Ｄｕ
ｋａｎｅ　Ｄｒｉｖｅ、Ｓｔ．　Ｃｈａｒｌｅｓ、ＩＬ　６０１７４、ＵＳＡから入手可
能なＤｕｋａｎｅスピン溶接機械、モデル：ＳＶＴ０４２ＲまたはＳＶＴ０３２Ｒのよう
に使用してもよい。図１４は、実施形態に係る不織布材料基材にファスナーを摩擦溶接す
るのに適したスピン溶接機械の写真である。
【００５３】
　スピン溶接を回転数／分（ＲＰＭ）、溶接時間、および圧力等の特定の動作条件を用い
行ってもよい。実施形態において、スピン溶接の回転速度は２９００ＲＰＭ以下、２８０
０ＲＰＭ以下、２７００ＲＰＭ以下、２６００ＲＰＭ以下、２５００ＲＰＭ以下、または
２４００ＲＰＭ以下等の３０００ＲＰＭ以下である。実施形態において、スピン溶接の回
転速度は少なくとも１０００ＲＰＭ、少なくとも１１００ＲＰＭ、少なくとも１２００Ｒ
ＰＭ、少なくとも１３００ＲＰＭ、または少なくとも１４００ＲＰＭ等の少なくとも９０
０ＲＰＭである。非限定的な実施形態において、スピン溶接の回転速度は上記に示した任
意の最大値または最小値の範囲内としてもよい。特定の実施形態において、スピン溶接の
回転速度は約１１００ＲＰＭから２８００ＲＰＭ、約１３００ＲＰＭから２６００ＲＰＭ
、または約１４００ＲＰＭから２４００ＲＰＭ等の約９００ＲＰＭから約３１００ＲＰＭ
の範囲内であってもよい。
【００５４】
　実施形態において、スピン溶接の溶接時間は０．９秒以下、０．８秒以下、０．７秒以
下、０．６秒以下、または０．５秒以下等の１秒以下である。実施形態において、スピン
溶接の溶接時間は、少なくとも０．１秒、少なくとも０．２秒、少なくとも０．３秒、ま
たは少なくとも０．４秒等の少なくとも０．０５秒である。非限定的な実施形態において
、スピン溶接の溶接時間は上記に示した任意の最大値または最小値の範囲内としてもよい
。特定の実施形態において、スピン溶接の溶接時間は約０．２秒から約０．８秒、約０．
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３秒から約０．７秒、または約０．４秒から約０．６秒等の約０．１秒から約１秒の範囲
であってもよい。
【００５５】
　実施形態において、スピン溶接の間に適用される力は３４０ポンド以下、３３０ポンド
以下、３２０ポンド以下、３１０ポンド以下、または３００ポンド以下等の３５０ポンド
以下である。実施形態において、スピン溶接の間に適用される力は少なくとも２６５ポン
ド、少なくとも２７５ポンド、少なくとも２８５ポンド、または少なくとも２９０ポンド
等の少なくとも２５５ポンドである。非限定的な実施形態において、スピン溶接の間に適
用される力　は上記に示した任意の最大値または最小値の範囲内としてもよい。特定の実
施形態において、スピン溶接の間に適用される力は約２５５ポンドから約３５０ポンドの
範囲であってもよい。
【実施例】
【００５６】
　実施例１－表面調整ディスク調製
　低伸縮性ポリエステルを含む不織布基材の材料を、表面調整材料をナイロン短繊維の高
いウェブから調製した。約５％未満（布中可視の開口部なしで、０％の開口面積と推定）
の開口面積を有する、目の詰んだ平織りを有するＹ－重量ポリエステル布を、不織布バッ
キングを形成する不織布繊維ウェブに布を接着するために、ニードルパンチした。プレサ
イズコートを不織布バッキングにポリウレタン樹脂でバッキングを浸漬すること、次いで
浸した不織布バッキングにより適用することにより、適用した。プレサイズ塗料はまだ湿
っている一方で、研磨材粒子を重力塗料により塗布し、研磨材層を形成した。ラテックス
溶液の光層を研磨材層にスプレーし、研磨材粒子を固定した。不織布バッキングを次いで
オーブンで硬化させた。硬化後、ポリウレタン樹脂の第２層を飽和により塗布した。ポリ
ウレタン塗料を次いで、オーブンで硬化した。不織布基材の材料をジャンボロールとして
収集した。不織布基材の材料を次いでこのようにディスクを調節する３インチ表面を形成
し、３インチディスクに切断した。
【００５７】
　図１３Ｃに示す３ｃｍのナイロン６’－６’ボタンをスピン溶接機械（Ｄｕｋａｎｅス
ピン溶接機械，モデル：　ＳＶＴ０４２ＲまたはＳＶＴ０３２Ｒ）を用いたディスクを調
節する各表面の中心に摩擦溶接した。スピン溶接を１５００～１７００ＲＰＭの速度、０
．４０～０．５５秒の溶接時間、および５５～６０ＰＳＩの力で行いった。機械をまた、
７９～８２ｍｍの機械的停止で設定した。油圧速度制御を７６～７９ｍｍに設定した。デ
ィスクを調節する６０の試料表面を、付着スピン溶接ナイロンボタンを用いて調製した。
【００５８】
　実施例２－融着引張強度試験
　実施例１のディスクを調節する表面に適用するファスナーの融着の引張強度（つまり、
溶接）を全ての試料について試験した。結果を図１５に棒グラフとして示す。
【００５９】
　全ての試料の融着の引張強度は１２０ポンドを超えた。試料の最低引張強度記録は１２
５ポンドであり、最高は１７５ポンドであった。平均引張強度記録は１５０ポンドであっ
た。全ての試料についての引張強度は予想より驚くほど高かった。特に、全ての融着につ
いての平均引張強度は９０ポンドの予想平均強度よりはるかに高かった。
【００６０】
　実施例３－融着引張強度試験
　追加の表面調整ディスクを融着試験のために調製した。表面調整ディスクを、図１３Ａ
に示す３ｃｍのナイロン６’－６’ボタンを各表面調整ディスクの中心に摩擦溶接したこ
とを除き、実施例１に上述した通りに調製した。３０の試料ディスクは粗いグリット（６
０グリット）研磨材粒子を含み、３０の試料ディスクは中程度のグリット（８０グリット
）研磨材粒子を含み、３０の試料ディスクは細かいグリット（１２０グリット）研磨材粒
子を含み、および３０の試料ディスクは非常に細かいグリット（１５０グリット）研磨材
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【００６１】
【表１】

【００６２】
　全ての試料についての引張強度は予想より驚くほど高かった。特に、全ての融着につい
ての平均引張強度は９０ポンドの予想平均強度よりもはるかに高かった。
【００６３】
　実施例４－融着引張強度試験
　追加の表面調整ディスクを融着試験のために調製した。表面調整ディスクを、図１３Ｂ
に示す３ｃｍのナイロン　６’－６’ボタンを各表面調整ディスクの中心に摩擦溶接した
ことを除き、実施例１に上述した通りに調製した。３０の試料ディスクは粗いグリット（
６０グリット）研磨材粒子を含み、３０の試料ディスクは中程度のグリット（８０グリッ
ト）研磨材粒子を含み、および３０の試料ディスクは非常に細かいグリット（１５０グリ
ット）研磨材粒子を含んだ。融着の引張強度を次いで試験した。結果を以下の表２に示す
。
【００６４】
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【表２】

【００６５】
　全ての試料についての引張強度は予想より驚くほど高かった。特に、全ての融着につい
ての平均引張強度は９０ポンドの予想平均強度よりもはるかに高かった。
【００６６】
　項１．研磨材物品であって：上面と底面を有する不織布研磨材基材；熱可塑性ファスナ
ー；および複数の研磨材粒子、を含み、前記熱可塑性ファスナーは不織布研磨材基材の上
面に配置され、および前記複数の研磨材粒子が少なくとも不織布研磨材基材の底面上に配
置される、研磨材物品。
【００６７】
　項２．前記研磨材粒子が前記不織布基材全体に分散される、項１に記載の研磨材物品。
【００６８】
　項３．前記研磨材粒子が研磨材スラリーとして前記不織布基材上に配置される、項１に
記載の研磨材物品。
【００６９】
　項４．前記不織布基材がポリマー組成物で被覆される、項１に記載の研磨材物品。
【００７０】
　項５．前記不織布基材がポリマー組成物で含浸される、項１に記載の研磨材物品。
【００７１】
　項６．前記不織布基材が統合されたホイールである、項１に記載の研磨材物品。
【００７２】
　項７．事前に溶融し、再固化した熱可塑性ファスナーの材料を含む融着をさらに含む、
項１に記載の研磨材物品。
【００７３】
　項８．前記熱可塑性ファスナーが前記不織布基材の頂部に融着される、項１に記載の研
磨材物品。
【００７４】
　項９．前記熱可塑性ファスナーが前記不織布基材の上面に直接融着する、項１に記載の
研磨材物品。
【００７５】
　項１０．研磨材物品であって、上面と底面を有する不織布基材物品；織布；熱可塑性フ
ァスナー；および複数の研磨材粒子、を含み、前記布は前記不織布基材の材料の上面に接
着され；前記熱可塑性ファスナーが前記布の上に配置され、および前記複数の研磨材粒子
が少なくとも前記不織布研磨材基材の底面上に配置される、前記研磨材物品。
【００７６】
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　項１１．前記布層が５％未満、４％未満、３％未満、２．５％未満、約０％の開口面積
を有する、項１０に記載の研磨材物品。
【００７７】
　項１２．前記熱可塑性ファスナー部品が布層に摩擦溶接される、項１０に記載の研磨材
物品。
【００７８】
　項１３．熱可塑性成分の前記融着が布層を貫通しない、項１０に記載の研磨材物品。
【００７９】
　項１４．前記融着が少なくとも１２０ポンドの引張強度を有する、項１０に記載の研磨
材物品。
【００８０】
　項１５．前記不織布研磨材基材がポリエステル、綿、ポリ綿、またはそれらの組み合わ
せの短繊維を含む、項１または項１０に記載の研磨材物品。
【００８１】
　項１６．前記短繊維が５００デニールから１５デニールの範囲のサイズを有する、項３
に記載の研磨材物品。
【００８２】
　項１７．前記不織布基材が６００グラム／平方メートルから９０グラム／平方メートル
の面密度を有する、項３に記載の研磨材物品。
【００８３】
　項１８．布がＪ－重量布、Ｘ－重量布、Ｙ－重量布、またはＨ－重量布である、項１０
に記載の研磨材物品。
【００８４】
　項１９．前記布が４５０から１５０グラム／平方メートルの範囲の面密度を有する、項
１０に記載の研磨材物品。
【００８５】
　項２０．前記布がインチあたり少なくとも７７マルチフィラメント経糸およびインチあ
たり少なくとも３１マルチフィラメント緯糸を有する織材を含む、項１０に記載の研磨材
物品。
【００８６】
　項２１．前記布が目の詰んだ織り方を有する、項１０に記載の研磨材物品。
【００８７】
　項２２．前記熱可塑性ファスナー部品がナイロンを含む、項１または項１０に記載の研
磨材物品。
【００８８】
　項２３．前記熱可塑性成分がＴＲＩ型、ＴＲＩＩ型、またはＴＲＩＩＩ型の結合ボタン
を含む、項１または項２に記載の熱可塑性成分。
【００８９】
　項２４．前記研磨材粒子は酸化アルミニウム、炭化ケイ素、ジルコニア、窒化ホウ素、
ダイヤモンド、またはそれらの組み合わせである、項１または項１０に記載の研磨材物品
。
【００９０】
　項２５．前記研磨材粒子が２４から１０００の範囲内の平均グリットサイズを有する、
項１または項１０に記載の研磨材物品。
【００９１】
　項２６．項１に記載の研磨材物品の形成方法であって：
　不織布材料基材上に熱可塑性ファスナーを配置すること、ファスナー部品および不織布
材料基材の間の相対運動、圧力下でファスナー部分および不織布材料基材と共に接触させ
ること、前記ファスナーおよび不織布材料基材が共に融着するのに十分な、前記ファスナ
ーおよび前記不織布材料基材の間の圧力の下の前記相対運動の維持、およびファスナーお
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【００９２】
　項２７．項１０に記載の研磨材物品の形成方法であって：
　不織布基材の材料の上面に接着される布上に熱可塑性ファスナーを配置すること；ファ
スナー部品および布の間の相対運動、圧力下でファスナー部品や布を共に接触させること
、前記ファスナーおよび前記布が共に融着するのに十分な、前記ファスナーおよび布の間
の圧力の下の相対運動の維持、前記ファスナーおよび布の間の相対運動の停止、の工程を
含む、前記方法。
【００９３】
　項２８．不織布材料基材が高い短繊維のウェブを含む、項２６または項２７に記載の方
法。

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】
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【図１１】
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